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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 市税収納管理事務 
登録番号 

 
担 当 課 ・ 係 納税課 納税管理係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
個人や法人が納付した市税の受入、消込や集計に関する事務 

事 務 開 始 日 年 月 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 本市に市税を納付した者 
対象者数 

77,000 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

□性別 

□電話番号 

□生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

（       ） 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

（       ） 

□所得・収入 

□資産状況 

☑課税額 

☑納税額 

□滞納状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

（       ） 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□相談内容 

□その他 

（       ） 

要配慮個人情報
の取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得
先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
☑同一機関内 

☑市の他機関 

☑他の官公庁 

☑公共的・公益団体 

☑民間事業者 

☑私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用
（他事務の利用） 

□有 ☑無 
目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

□紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイ
ル 

・公文書名 

基幹系システム、滞納管理システム、DV対象者抽出リスト 

備     考 

 

 

 

 

 

 

 

作成日（最終修正日）：令和 5年 7月 21日 



2 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 市税等口座振替登録事務 
登録番号 

 
担 当 課 ・ 係 納税課 納税管理係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
市税口座振替依頼書が提出されたものについて、口座情報を登録する事務 

事 務 開 始 日 年 月 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 市税口座振替依頼書を提出したもの 
対象者数 

1,600 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

☑印影 

□個人番号 

□その他 

（       ） 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

（       ） 

□所得・収入 

□資産状況 

□課税額 

□納税額 

□滞納状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

☑口座番号等 

□その他 

（       ） 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□相談内容 

□その他 

（       ） 

要配慮個人情報
の取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得
先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
☑同一機関内 

☑市の他機関 

□他の官公庁 

☑公共的・公益団体 

□民間事業者 

☑私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用
（他事務の利用） 

□有 ☑無 
目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

□紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイ
ル 

・公文書名 

基幹系システム、滞納管理システム 

備     考 

 

 

 

 

 

 

 

作成日（最終修正日）：令和 5年 7月 21日 



3 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 市税等過誤納金還付充当事務 
登録番号 

 
担 当 課 ・ 係 納税課 納税管理係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
二重納付等の過誤納が生じた納税者へ過誤納金を還付・充当する事務 

事 務 開 始 日 年 月 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 本市にて市税過誤納がある者 
対象者数 

2,200 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

（       ） 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

（       ） 

□所得・収入 

□資産状況 

□課税額 

□納税額 

□滞納状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

☑口座番号等 

□その他 

（       ） 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□相談内容 

□その他 

（       ） 

要配慮個人情報
の取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得
先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
☑同一機関内 

□市の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用
（他事務の利用） 

□有 ☑無 
目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

□紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイ
ル 

・公文書名 

基幹系システム 

備     考 

 

 

 

 

 

 

 

作成日（最終修正日）：令和 5年 7月 21日 



4 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 市税等督促事務 
登録番号 

 
担 当 課 ・ 係 納税課 納税管理係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
期限内に納付確認の取れていない納税者へ督促状を発送する事務 

事 務 開 始 日 年 月 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 期限内に納付確認の取れていない納税者 
対象者数 

53,000 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

（       ） 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

（       ） 

□所得・収入 

□資産状況 

☑課税額 

☑納税額 

□滞納状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

（       ） 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

☑相談内容 

□その他 

（       ） 

要配慮個人情報
の取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得
先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
☑同一機関内 

☑市の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

☑私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用
（他事務の利用） 

□有 ☑無 
目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

□紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイ
ル 

・公文書名 

基幹系システム、滞納管理システム、督促状抜取リスト 

備     考 

 

 

 

 

 

 

 

作成日（最終修正日）：令和 5年 7月 21日 



5 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 市税等電話催告事務 
登録番号 

 
担 当 課 ・ 係 納税課（納税等お知らせセンター） 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
納期内に支払い確認の取れていない納税者に対し、電話にて納付案内や催告を行う業務 

事 務 開 始 日 年 月 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 本市にて市税滞納がある者 
対象者数 

55,000 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

（       ） 

□学業・学歴 

☑職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

（       ） 

□所得・収入 

□資産状況 

☑課税額 

☑納税額 

☑滞納状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

（       ） 

☑家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

☑相談内容 

□その他 

（       ） 

要配慮個人情報
の取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得
先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
☑同一機関内 

□市の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用
（他事務の利用） 

□有 ☑無 
目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

□紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイ
ル 

・公文書名 

滞納管理システム、電話催告システム 

備     考 

 

 

 

 

 

 

 

作成日（最終修正日）：令和 4年 12月 20日 



6 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 納税相談に関する事務 
登録番号 

 
担 当 課 ・ 係 納税課 滞納整理第 1 係、滞納整理第 2 係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 

税の支払い方法等について、本人や関係者から事情を聴取し納付書再発行や猶予等の案
内を行う事務 

事 務 開 始 日 年 月 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 本市にて市税があり、納付方法等について相談がある者 
対象者数 

16,000 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

□その他 

（       ） 

□学業・学歴 

☑職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

（       ） 

□所得・収入 

□資産状況 

☑課税額 

☑納税額 

☑滞納状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

（       ） 

☑家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

☑相談内容 

□その他 

（       ） 

要配慮個人情報
の取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得
先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
☑同一機関内 

☑市の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

☑私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用
（他事務の利用） 

□有 ☑無 
目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイ
ル 

・公文書名 

基幹系システム、滞納管理システム、各地区進行管理表、納付書分割申出書 

備     考 

 

 

 

 

 

 

 

作成日（最終修正日）：令和 5年 7月 21日 



7 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 滞納整理に関する事務 
登録番号 

 
担 当 課 ・ 係 納税課 滞納整理第 1 係、滞納整理第 2 係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 

督促や催告に応じない町税等滞納者に対し、財産調査・差押えのほか、県税事務所等の
関係機関と連携して徴収を図る事務 

事 務 開 始 日 年 月 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 本市にて市税滞納がある者 
対象者数 

8,200 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑本籍・国籍 

☑印影 

☑個人番号 

□その他 

（       ） 

□学業・学歴 

☑職業・職歴 

☑地位 

□資格 

☑成績・評価 

□賞罰 

□その他 

（       ） 

☑所得・収入 

☑資産状況 

☑課税額 

☑納税額 

☑滞納状況 

☑取引状況 

☑公的扶助受給 

☑口座番号等 

□その他 

（       ） 

☑家族状況 

☑親族・続柄 

□婚姻歴 

☑居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

☑相談内容 

□その他 

（       ） 

要配慮個人情報
の取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得
先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
☑同一機関内 

☑市の他機関 

☑他の官公庁 

☑公共的・公益団体 

☑民間事業者 

☑私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用
（他事務の利用） 

□有 ☑無 
目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイ
ル 

・公文書名 

基幹系システム、滞納管理システム、預金照会速報データ、軍用地リスト、各種差押調
書、実態調査照会リスト、各地区進行管理表、催告対象者一覧表、臨戸リスト、石油基
地対象者一覧表、捜索希望者リスト、タイヤロック対象者リスト、相続人調査済（戸籍） 

備     考 

 

 

 

 

 

 

 

作成日（最終修正日）：令和 5年 7月 21日 
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 徴収猶予及び換価猶予に関する事務 
登録番号 

 
担 当 課 ・ 係 納税課 滞納整理第 1 係、滞納整理第 2 係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 

納付できない事情のある市税等滞納者に対し、財産調査等を行い税の徴収を猶予したり
換価の猶予を行う事務 

事 務 開 始 日 年 月 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 本市にて市税滞納があり、猶予の要件に該当する者 
対象者数 

200 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

（       ） 

□学業・学歴 

☑職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

（       ） 

☑所得・収入 

☑資産状況 

☑課税額 

☑納税額 

☑滞納状況 

☑取引状況 

☑公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

（       ） 

☑家族状況 

☑親族・続柄 

□婚姻歴 

☑居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

☑相談内容 

□その他 

（       ） 

要配慮個人情報
の取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

☑病歴 

☑心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得
先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
☑同一機関内 

☑市の他機関 

☑他の官公庁 

☑公共的・公益団体 

☑民間事業者 

☑私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用
（他事務の利用） 

□有 ☑無 
目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイ
ル 

・公文書名 

基幹系システム、滞納管理システム、各地区進行管理表、徴収猶予・換価猶予通知書 

備     考 

 

 

 

 

 

 

 

作成日（最終修正日）：令和 5年 7月 21日 
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 執行停止及び不納欠損処分事務 
登録番号 

 
担 当 課 ・ 係 納税課 滞納整理第 1 係、滞納整理第 2 係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 

納付できない事情のある市税等滞納者に対し、財産調査等を行い滞納処分の執行を停止
し、時効到来した税について不納欠損の処理を行う事務 

事 務 開 始 日 年 月 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 本市にて市税滞納があり、執行停止の要件に該当する者 
対象者数 

400 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

（       ） 

□学業・学歴 

☑職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

（       ） 

☑所得・収入 

☑資産状況 

☑課税額 

☑納税額 

☑滞納状況 

☑取引状況 

☑公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

（       ） 

☑家族状況 

☑親族・続柄 

□婚姻歴 

☑居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

☑相談内容 

□その他 

（       ） 

要配慮個人情報
の取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

☑病歴 

☑心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得
先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
☑同一機関内 

☑市の他機関 

☑他の官公庁 

☑公共的・公益団体 

☑民間事業者 

☑私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用
（他事務の利用） 

□有 ☑無 
目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイ
ル 

・公文書名 

基幹系システム、滞納管理システム、執行停止決議書、各地区進行管理表、不納欠損一
覧表 

備     考 

 

 

 

 

 

 

 

作成日（最終修正日）：令和 5年 7月 21日 
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 市税諸証明発行窓口事務 
登録番号 

 
担 当 課 ・ 係 納税課 管理係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 

市税諸証明書の発行申請があった際に、証明書の発行が可能か、内容に間違いがないか
等を審査する事務 

事 務 開 始 日 年 月 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 市税諸証明書の発行申請を行った者 
対象者数 

54,000 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

（       ） 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

（       ） 

☑所得・収入 

☑資産状況 

☑課税額 

☑納税額 

☑滞納状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

（       ） 

☑家族状況 

☑親族・続柄 

☑婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□相談内容 

□その他 

（       ） 

要配慮個人情報
の取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得
先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
☑同一機関内 

☑市の他機関 

☑他の官公庁 

☑公共的・公益団体 

☑民間事業者 

☑私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用
（他事務の利用） 

□有 ☑無 
目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイ
ル 

・公文書名 

基幹系システム 

備     考 

 

 

 

 

 

 

作成日（最終修正日）：令和 5年 7月 21日 

 


